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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第１期

第３四半期連結
累計期間

第２期
第３四半期連結

累計期間
第１期

会計期間
自　2022年３月１日
至　2022年11月30日

自　2023年３月１日
至　2023年11月30日

自　2022年３月１日
至　2023年２月28日

売上高 （百万円） 31,206 33,255 41,052

経常利益 （百万円） 1,490 1,544 1,650

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 978 1,033 1,138

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 980 1,029 1,164

純資産額 （百万円） 17,527 18,057 17,404

総資産額 （百万円） 26,204 28,024 26,308

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 76.10 82.83 88.80

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 74.75 80.92 87.11

自己資本比率 （％） 65.9 63.2 65.1

 

回次
第１期

第３四半期連結
会計期間

第２期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自　2022年９月１日
至　2022年11月30日

自　2023年９月１日
至　2023年11月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 11.46 9.48

（注）　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　主要な関係会社における異動については、当第３四半期連結会計期間において、株式会社ベジパルを2023年９月１

日付で新たに設立したため、子会社が１社増加しました。また、当第３四半期連結会計期間において、株式会社ピー

ネコーポレーションは、株式会社ピックルスコーポレーションにより吸収合併され消滅したため、子会社が１社減少

しました。この結果、2023年11月30日現在において、当社グループは当社、子会社17社及び関連会社３社により構成

されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが変更さ

れたことにより、一部に足踏みも見られますが、経済活動の正常化が進み緩やかな回復基調で推移しました。しか

しながら、世界情勢の緊迫化や、中国経済の先行き懸念等による景気の下振れリスク、電気やガソリンなどのエネ

ルギー価格の高止まりなどにより、先行きは不透明な状況が続いております。

　食品業界におきましては、外食需要は堅調に推移しているものの、内食需要は、食料品価格やエネルギー価格な

ど、さまざまなものの値上げが続くことにより生活防衛意識が高まり、消費者の節約志向が強まっております。こ

の影響を受け、漬物などのご飯まわりの関連製品についても、引き続き厳しい事業環境となっております。

　このような状況のなか、当社グループは、北海道から九州まで全国に展開している製造・販売のネットワークを

活用し、新規取引先や新しい販路の開拓及び既存得意先の拡販に取り組みました。

　販売面では、日頃のご愛顧に感謝を込めて「ご飯がススムキムチ」シリーズや「牛角韓国直送キムチ」の増量

キャンペーンを実施しました。さらに、公式LINEアカウントを開設し、「ご飯がススムキムチ」の公式キャラク

ターである「ススムくん」のLINEスタンプの無料配布キャンペーンを実施しております。また、㈱フードレーベル

において、「家計応援　牛角シリーズを買って食べて焼肉を楽しもう！プレゼントキャンペーン」と題し、牛角ブ

ランドの６商品を対象としたキャンペーンを実施いたしました。

　製品開発面では、「みんなで満足 大入焙煎ごま白菜」や「ほんのり旨塩、白菜入り５種野菜のナムル」などの

浅漬製品や、関西エリアの地域限定製品である「ご飯がススム聖護院かぶの千枚キムチ」などのキムチ製品を開発

しました。また、「やみつきになる！塩キャベツのたれ」や「いきなり！ステーキ　いきなり！ソース」などリ

ニューアルを行っております。その他、コラボ商品の開発、既存商品のリニューアル等を実施しました。

　売上高は、巣ごもり需要の反動減の影響が落ち着いたことや、コンビニエンスストア向けの売上が好調に推移し

たことにより増収となりました。

　利益については、調味料、包装材などの原材料価格や物流費の上昇、また、夏場の記録的な猛暑による野菜価格

高騰の影響を受けたものの、増収効果により増益となりました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は33,255百万円（前年同四半期比6.6％増）、営業利益

は1,458百万円（同3.7％増）、経常利益は1,544百万円（同3.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

1,033百万円（同5.6％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて1,716百万円増加し、28,024百万円となり

ました。これは主に現金及び預金が1,898百万円、㈱ピックルスコーポレーション茨城工場（仮称）建設工事等に

より建設仮勘定が466百万円それぞれ増加した一方、流動資産のその他が304百万円、建物及び構築物が278百万円

それぞれ減少したことによるものであります。

　負債については、前連結会計年度末に比べて1,062百万円増加し、9,966百万円となりました。これは主に買掛金

が277百万円、長期借入金が1,106百万円それぞれ増加した一方、短期借入金が200百万円、１年内返済予定の長期

借入金が346百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　純資産は前連結会計年度末に比べて653百万円増加し、18,057百万円となりました。これは主に親会社株主に帰

属する四半期純利益等により利益剰余金が756百万円増加したことによるものであります。

 

（３）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社は、2023年２月末時点において、流通株式時価総額についてプライム市場の上場維持基準に適合しない状態

になりました。「流通株式時価総額」の構成要素は、「株価」及び「流通株式数」であります。当社は、上場維持

基準を超える流通株式数を確保していることから、上場維持基準に抵触している主たる要因は株価にあると考えて

おります。

当社は、プライム市場の上場維持基準である流通株式時価総額100億円以上に適合するため、次の事項に取り組

みます。

①　中期経営目標達成に向けた取り組み

②　IR活動の充実

③　サステナビリティ活動の充実

④　株主還元の強化

⑤　流通株式数の増加

①から⑤までの詳細な内容につきましては、2023年５月30日に開示いたしました「上場維持基準への適合に向け

た計画」をご参照下さい。

 

（５）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（６）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費は222百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年11月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年１月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,858,430 12,858,430
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数　100株

計 12,858,430 12,858,430 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2023年９月１日～

2023年11月30日
－ 12,858,430 － 100 － 25
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2023年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
 421,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,431,100 124,311 －

単元未満株式 普通株式 5,930 － －

発行済株式総数  12,858,430 － －

総株主の議決権  － 124,311 －

 

 

②【自己株式等】

    2023年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社ピックルスホー

ルディングス

埼玉県所沢市東住吉

７番８号
421,400 － 421,400 3.28

計 － 421,400 － 421,400 3.28

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年９月１日から2023

年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年３月１日から2023年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人日本橋事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,940 7,838

受取手形及び売掛金 4,251 4,273

商品及び製品 348 461

仕掛品 75 67

原材料及び貯蔵品 249 275

その他 384 79

流動資産合計 11,249 12,995

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,000 4,722

機械装置及び運搬具（純額） 1,682 1,544

土地 6,475 6,527

リース資産（純額） 43 34

建設仮勘定 1 467

その他（純額） 183 148

有形固定資産合計 13,387 13,445

無形固定資産   

のれん 304 230

その他 158 133

無形固定資産合計 463 364

投資その他の資産   

投資有価証券 617 627

繰延税金資産 511 512

その他 78 78

投資その他の資産合計 1,207 1,219

固定資産合計 15,058 15,028

資産合計 26,308 28,024
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,922 3,200

短期借入金 1,300 1,100

１年内返済予定の長期借入金 806 460

リース債務 8 7

未払法人税等 220 291

賞与引当金 171 66

役員賞与引当金 17 -

その他 1,812 2,064

流動負債合計 7,257 7,190

固定負債   

長期借入金 528 1,635

リース債務 11 6

繰延税金負債 10 11

退職給付に係る負債 762 805

負ののれん 21 -

その他 310 317

固定負債合計 1,646 2,776

負債合計 8,904 9,966

純資産の部   

株主資本   

資本金 100 100

資本剰余金 2,803 2,803

利益剰余金 14,417 15,173

自己株式 △324 △499

株主資本合計 16,995 17,577

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 142 139

その他の包括利益累計額合計 142 139

新株予約権 265 329

非支配株主持分 0 11

純資産合計 17,404 18,057

負債純資産合計 26,308 28,024
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年３月１日
　至　2022年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年３月１日
　至　2023年11月30日)

売上高 31,206 33,255

売上原価 24,521 26,585

売上総利益 6,685 6,670

販売費及び一般管理費 5,278 5,211

営業利益 1,407 1,458

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 5 6

負ののれん償却額 28 21

持分法による投資利益 17 9

受取賃貸料 25 25

事業分量配当金 8 8

その他 16 33

営業外収益合計 100 104

営業外費用   

支払利息 4 4

賃貸費用 13 13

その他 - 0

営業外費用合計 17 18

経常利益 1,490 1,544

特別利益   

固定資産売却益 - 6

投資有価証券売却益 8 -

補助金収入 4 1

受取補償金 - 10

特別利益合計 13 19

特別損失   

固定資産処分損 9 3

特別損失合計 9 3

税金等調整前四半期純利益 1,494 1,559

法人税等 516 527

四半期純利益 978 1,032

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 978 1,033
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年３月１日
　至　2022年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年３月１日
　至　2023年11月30日)

四半期純利益 978 1,032

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 △3

その他の包括利益合計 1 △3

四半期包括利益 980 1,029

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 980 1,029

非支配株主に係る四半期包括利益 0 △0
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第３四半期連結会計期間より、株式会社ベジパルを新たに子会社として設立したため、連結の範囲に含めてお

ります。

　また、当第３四半期連結会計期間において、連結子会社でありました株式会社ピーネコーポレーションは連結子

会社の株式会社ピックルスコーポレーションにより吸収合併され消滅したため、連結の範囲から除外しておりま

す。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれん償却額及び負のの

れん償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2022年３月１日
至 2022年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2023年３月１日
至 2023年11月30日）

減価償却費 724百万円 697百万円

のれん償却額 74 74

負ののれん償却額 28 21
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年３月１日　至　2022年11月30日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　当社は、2022年９月１日に単独株式移転により設立された完全親会社であるため、配当金の支払額は完全

子会社である株式会社ピックルスコーポレーションにおいて決議された内容を記載しております。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月26日

定時株主総会
普通株式 257 20 2022年２月28日 2022年５月27日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動

　 　当社は、単独株式移転の方法により、2022年９月１日付で株式会社ピックルスコーポレーションの完全

親会社として設立されました。

　 　この結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が100百万円、資本剰余金が2,803百万円、利益

剰余金が14,256百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年３月１日　至　2023年11月30日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月30日

定時株主総会
普通株式 276 22 2023年２月28日 2023年５月31日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動

　 　当社は、2022年12月27日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期連結累計期間において自己株式

145,300株の取得を行いました。この結果、自己株式が174百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末に

おいて自己株式が499百万円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 2022年３月１日 至 2022年11月30日）

当社グループは、漬物製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 2023年３月１日 至 2023年11月30日）

当社グループは、漬物製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

当社グループは、漬物製造販売事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、

以下のとおりであります。

 
 

 

前第３四半期連結累計期間

（自　2022年３月１日

　　至　2022年11月30日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2023年３月１日

　　至　2023年11月30日）

売上高   

製品（漬物・キムチ・惣菜他） 20,730百万円 22,539百万円

商品（漬物他） 10,476 10,716

顧客との契約から生じる収益 31,206 33,255

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 31,206 33,255
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年３月１日
至　2022年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年３月１日
至　2023年11月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 76円10銭 82円83銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 978 1,033

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
978 1,033

普通株式の期中平均株式数（株） 12,858,430 12,474,564

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 74円75銭 80円92銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 232,466 294,135

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年１月12日

株式会社ピックルスホールディングス

取締役会　御中

 

監査法人日本橋事務所

　東京都中央区

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 遠　　藤　　洋　　一

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 工　　藤　　和　　則

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 新　　藤　　弘　　一

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピック

ルスホールディングスの2023年３月１日から2024年２月29日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年９月

１日から2023年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年３月１日から2023年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピックルスホールディングス及び連結子会社の2023年11月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

(注) １　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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